様式第１号（第８条関係）


令和　　年　　月　　日　


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）

福島県中小企業等生産性向上推進事業補助金
交付申請書

福島県中小企業等生産性向上推進事業補助金実施要領に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。


記


１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円
※申請額（消費税抜き）は、千円未満は切捨て


２　補助事業の実施(予定)期間　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


３　事業経費（消費税を抜いた額を換算し記入すること。）
	総事業費　　　　　　　　　　　　円

	
補助対象経費　　　　　　　　　　　　円 

〈補助対象経費内訳〉
	費目
	金額
	主な内訳

	機械設備等購入費
	円
	

	外注・委託費
	円
	

	使用料
	円
	






４　事業者の概要　　
	業　　種
	
	業（日本標準産業分類の中分類又は小分類で記入）

	創業（設立）
	
	年
	
	月
	
	日

	資本金（出資金）
	
	千円

	従業員数

	
	人

	直近１期（１年間）の売上高　※１
	千円

	直近１期（１年間）の売上総利益　※２
	千円

	直近１期（１年間）の営業利益　※３
	千円

	直近１期（１年間）の経常利益　※４
	千円


※１　「直近１期（１年間）の売上高」は、以下の記載金額を転記してください。
・法人の場合：「損益計算書」の「売上高」（決算額）欄の金額
・個人事業者の場合：「所得税及び復興特別所得税」の「確定申告書」第一表の「収入金額等」の「事業収入」欄、又は「収支内訳書・１面」の「収入金額」の「①売上（収入）金額」欄、若しくは「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「①売上（収入）金額」欄の金額
※２　「直近１期（１年間）の売上総利益」は、以下の記載金額を転記してください。
・法人の場合：「損益計算書」の「売上総利益」（決算額）欄の金額
・個人事業者の場合：「収支内訳書・１面」の「⑩差引金額」欄、又は「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「⑦差引金額」欄の金額
※３　「直近１期（１年間）の営業利益」は、以下の記載金額を転記してください。
・法人の場合：「損益計算書」の「営業利益」（決算額）欄の金額
・個人事業者の場合：「収支内訳書・１面」の「㉑所得金額」欄、又は「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「㉝差引金額」欄の金額
※４　「直近１期（１年間）の経常利益」は、以下の記載金額を転記してください。
・法人の場合：「損益計算書」の「経常利益」（決算額）欄の金額
・個人事業者の場合：「収支内訳書・１面」の「⑲専従者控除前の所得金額」欄、又は「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「㊸青色申告特別控除前の所得金額」欄の金額

５　福島県専門家活用経営支援事業（生産性向上推進枠）による専門家の派遣日
	支援機関名
	

	派遣日①
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	派遣日②
	令和
	
	年
	
	月
	
	日


※１　生産性向上計画の策定に当たり、支援機関が実施する福島県専門家活用経営支援事業（生産性向上推進枠）による専門家派遣による支援を受けている場合に記入すること。
※２　派遣回数に応じて適宜行を追加してください。

６　生産性向上支援センターによる支援
	担当サポーターの氏名
	


※　生産性向上計画の策定に当たり、国が各都道府県のよろず支援拠点に令和８年度から設置した「生産性向上支援センター」による支援を受けている場合に記入すること。

７　独力で生産性向上計画を策定
	
	第１回申請（令和８年６月１日（月）～令和８年６月１９日（金））

	
	第２回申請（令和８年９月１日（火）～令和８年９月１８日（金））


※　生産性向上に向けて生産性向上計画を独力で策定した場合は申請回をチェックすること。

８　本補助金申請担当者の連絡先
	役　職
	
	電　話
	（　　　　）　　　　－

	氏　名
	
	Ｅ-mail　
	

	住　所※
	〒



※　福島県産業振興センターからの書類の受け取りを希望する住所を記載ください。
